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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第61期

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第62期
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第61期 

会計期間 
自平成20年４月１日
自平成20年６月30日 

自平成21年４月１日
自平成21年６月30日 

自平成20年４月１日 
自平成21年３月31日 

売上高（百万円）  9,113  10,686  39,821

経常利益（百万円）  246  1,093  1,046

四半期（当期）純利益 (△損失) 

（百万円） 
 31  661  △484

純資産額（百万円）  63,738  62,162  61,790

総資産額（百万円）  76,657  79,411  79,889

１株当たり純資産額（円）  2,090.60  2,038.02  2,026.11

１株当たり四半期（当期）純利益

(△損失)（円） 
 1.04  21.73  △15.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  82.95  78.06  77.14

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 2,399  976  3,901

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △2,025  △1,236  984

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △495  △510  △1,210

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 13,385  16,398  17,227

従業員数（人）  1,505  1,560  1,487
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

（注)  従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

（注)  従業員数は就業人員であります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,560  

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 828  
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(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格によって表示しております。 

(2）商品仕入実績 

(3）受注状況 

 見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。  

(4）販売実績 

  当第１四半期（連結）会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

  

  

  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

品目別 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

ベッド  5,896  4.1

マットレス  537  △17.8

病室用家具  1,137  33.6

医療用器具備品  930  40.1

その他  169  △18.3

合計  8,671  7.9

品目別 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

病室用家具他  1,033  5.9

合計  1,033  5.9

品目別 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

ベッド  5,590  34.6

マットレス  710  19.8

病室用家具  826  2.5

医療用器具備品  751  4.8

その他  2,808  △1.2

合計  10,686  17.3

２【事業等のリスク】
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 該当事項はありません。 

  

（1）業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、雇用情勢の悪化など厳しい状況が続く一方、経済対策の効果

や対外経済環境の改善により、持ち直しの動きがみられました。 

 当医療・介護業界におきましては、06年度から08年度までの介護施設の整備が計画の半分にとどまったことや厚

生労働省が進める療養病床の削減計画が進まないことなどが新聞等で報道されております。一方、政府は07年度予

算から続けてきた社会保障費抑制策を撤回したほか、追加経済対策には、「介護施設の整備」とともに「介護従事

者の処遇改善と人材確保」「地域の医師不足対策」などが盛り込まれました。 

 このような国内の事業環境の中で、施設向け販売は医療・高齢者施設とも依然として厳しい状況が続き、前期並

みの水準で推移いたしました。在宅向け販売は、４月に発売した新製品「楽匠Sシリーズ」が好調で、業績の向上に

寄与いたしました。 

 製品の開発・販売面におきましては、上記の「楽匠Sシリーズ」のほか、就寝中の睡眠と覚醒のリズムを測定する

システム「眠りSCAN」などを上市いたしました。 

 連結子会社につきましては、収益基盤の再構築に取り組んでいるフランスのコロナ・メディカル社を含め、おお

むね予定通りに推移いたしました。 

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間は、売上高106億86百万円（前年同四半期比17.3％増）、営業利益９億63

百万円（同673.3％増）、経常利益10億93百万円（同344.4％増）、四半期純利益６億61百万円（同1,996.9％増）と

なりました。 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、各セグメントの売上高及び営業損益は、セグメン

ト間の内部取引を含んで記載しております。 

 国内においては、売上高99億55百万円（前年同四半期比20.2％増）、営業利益９億78百万円（同306.8％増）とな

りました。海外のアジアでは、売上高５億89百万円（同16.2％増）、営業利益１億73百万円（同46.7％増）、ヨー

ロッパでは、売上高６億12百万円（同25.6％減）、営業損失62百万円（前年同四半期は営業損失１億37百万円）と

なりました。 

  

（2）財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、794億11百万円となり、前連結会計年度末より４億78百万円減少いたし

ました。減少の主な要因は、売掛金及びたな卸資産が減少したことによるものです。 

 負債については、172億48百万円となり、前連結会計年度末より８億50百万円減少いたしました。減少の主な要因

は、買掛金が減少したことによるものです。  

 純資産については、621億62百万円となり、前連結会計年度末より３億72百万円増加いたしました。増加の主な要

因は、四半期純利益６億61百万円の計上によるものです。また、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、

前連結会計年度末に比べ1.0ポイント上昇し、78.1％となりました。 

（3）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ828百万円減少し163億98百万円となりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、増加した資金は９億76百万円（前年同四半期比59.3％減）となりました。これは主に、税金等

調整前四半期純利益10億85百万円、減価償却費７億47百万円、売上債権の減少額８億２百万円等の増加と、仕入債

務の減少額10億86百万円、法人税等の支払額６億34百万円等の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、減少した資金は12億36百万円（前年同四半期比39.0％減）となりました。これは主に、有価証

券の取得額５億99百万円、有形固定資産の取得額３億12百万円及び投資有価証券の取得額７億50百万円等の減少

と、投資有価証券の売却収入６億６百万円等の増加によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、減少した資金は５億10百万円（前年同四半期比2.9％増）となりました。これは主に、配当金の

支払によるものであります。 

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（5）研究開発活動 

 当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は172百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。新

製品といたしまして下記４製品(付属のオプション類も含む)を上市しております。 

 在宅分野では、JIS認証を取得し、安心・安全をコンセプトとする新在宅介護用ベッド「楽匠Sシリーズ」を４月

に上市いたしました。 

 コンシューマ分野では安定した姿勢や寝返りのしやすさなど、快適な寝心地を追求した新マットレス「データム

ゼロ ゴールド/パープル/グロウス」を上市いたしました。 

 病院・施設分野では、マットレスの下に敷くだけで睡眠状態の客観的データを取得できる製品「眠りSCAN」を５

月に上市いたしました。 

 海外分野では、販売国を拡大できるよう、これまでの200Ｖ仕様に加え、100Ｖ仕様を追加し、さらにＥＵ圏内で

の販売に必須であるＣＥマークを取得した「KA-64000シリーズ」及び「オプション類(バッテリーユニットなど)」

を上市いたしました。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  126,000,000

計  126,000,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成21年８月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  31,682,526   同左 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。 

計  31,682,526   同左  －  －
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     該当事項はありません。 

   

 当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)後に発行した新株予約権 

 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、平成21年６月26日開催の定時株主総会及び取締役会の決議

により、平成21年７月17日付で以下のとおり新株予約権を発行しております。  

（２）【新株予約権等の状況】

  
提出日現在 

（平成21年８月11日） 

新株予約権の数（個） 3,493 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 349,300 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,396  

新株予約権の行使期間 
自 平成23年７月17日 

至 平成26年７月16日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,396 

資本組入額    698    

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時において、当社または

当社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員の

地位にあることを要する。ただし、取締役が任期満

了により退任した場合、または従業員が定年により

退職した場合にはこの限りではない。また、当社取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。 

②新株予約権の相続はこれを認めない。 

③その他権利行使の条件は、平成21年６月26日開催の

当社第61回定時株主総会決議及び取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」に定めるところによる。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下

に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定め

る株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

①合併(当社が消滅する場合に限る。) 

 合併後存続する株式会社または合併により設立する

株式会社 

②吸収分割 

 吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する

権利義務の全部または一部を承継する株式会社 

③新設分割 

 新設分割により設立する株式会社 

④株式交換 

 株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得

する株式会社 

⑤株式移転 

 株式移転により設立する株式会社  

2009/08/12 17:23:2709567318_第１四半期報告書_20090812172303



 該当事項はありません。 

    当第１四半期会計期間において、トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシーから、平

成21年７月６日付の大量保有に関する変更報告書の写しの送付があり、平成21年６月30日現在で1,259,600株

を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有

株式数の確認ができません。 

 なお、変更報告書の内容は以下のとおりです。 

    大量保有者       トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシー 

    住所          アメリカ合衆国90067 カリフォルニア州ロス・アンゼルス、 

              センチュリー・パーク・イースト 2049番地 20階 

    保有株券等の数     株式 株 

    株券等保有割合     ％ 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年４月１日～ 

平成21年６月30日  
 －  31,682,526  －  6,591  －  7,276

（５）【大株主の状況】

1,259,600

3.98
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      当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

     記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

     ります。 

 ①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が11個含まれております。

 ②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（６）【議決権の状況】

  平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  －  －  －

議決権制限株式（自己株式等）  －  －  －

議決権制限株式（その他）  －  －  －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,266,000  －  －

完全議決権株式（その他）   （注） 普通株式   30,317,000  303,170  －

単元未満株式 普通株式     99,526  －
１単元（100株）

未満の株式 

発行済株式総数  31,682,526  －  －

総株主の議決権  －  303,170  －

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

パラマウントベッド 

株式会社 

東京都江東区東砂 

２－14－５ 
 1,266,000  －  1,266,000  4.00

計  －  1,266,000  －  1,266,000  4.00

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高（円）  1,350  1,334  1,412

最低（円）  1,243  1,245  1,261

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、ま

た、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる

四半期レビューを受けております。 

 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。  

                   

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,899 14,728

受取手形及び売掛金 11,273 11,949

リース債権及びリース投資資産 1,799 1,726

有価証券 4,678 4,576

商品及び製品 2,989 3,489

仕掛品 178 244

原材料及び貯蔵品 1,176 1,264

その他 1,014 868

貸倒引当金 △55 △54

流動資産合計 37,955 38,793

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 24,482 24,454

減価償却累計額 △14,967 △14,801

建物及び構築物（純額） 9,515 9,653

機械装置及び運搬具 7,854 7,698

減価償却累計額 △5,609 △5,480

機械装置及び運搬具（純額） 2,244 2,217

土地 8,169 8,168

リース資産 564 579

減価償却累計額 △208 △190

リース資産（純額） 356 389

賃貸資産 5,398 4,792

減価償却累計額 △989 △769

賃貸資産（純額） 4,408 4,023

建設仮勘定 2 78

その他 6,741 6,653

減価償却累計額 △5,651 △5,584

その他（純額） 1,090 1,069

有形固定資産合計 25,786 25,600

無形固定資産   

のれん 565 598

その他 2,040 2,067

無形固定資産合計 2,606 2,666

投資その他の資産   

投資有価証券 8,416 8,372

その他 4,727 4,537

貸倒引当金 △79 △79

投資その他の資産合計 13,063 12,830

固定資産合計 41,456 41,096

資産合計 79,411 79,889
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,052 5,090

短期借入金 728 736

リース債務 1,463 1,339

未払法人税等 407 677

賞与引当金 384 615

その他 2,511 2,455

流動負債合計 9,548 10,914

固定負債   

長期借入金 28 30

リース債務 4,574 4,238

退職給付引当金 1,835 1,732

その他 1,262 1,183

固定負債合計 7,700 7,184

負債合計 17,248 18,099

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,591 6,591

資本剰余金 7,276 7,276

利益剰余金 51,876 51,671

自己株式 △3,539 △3,539

株主資本合計 62,205 62,000

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △177 △330

為替換算調整勘定 △38 △42

評価・換算差額等合計 △216 △373

少数株主持分 173 163

純資産合計 62,162 61,790

負債純資産合計 79,411 79,889
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

売上高 9,113 10,686

売上原価 5,746 6,436

売上総利益 3,367 4,250

販売費及び一般管理費 ※  3,242 ※  3,287

営業利益 124 963

営業外収益   

受取利息 27 22

受取配当金 44 30

為替差益 － 84

匿名組合投資利益 61 23

その他 58 38

営業外収益合計 192 199

営業外費用   

支払利息 11 51

為替差損 53 －

投資事業組合運用損 － 11

その他 6 5

営業外費用合計 71 68

経常利益 246 1,093

特別利益   

投資有価証券売却益 126 0

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 2 －

特別利益合計 129 0

特別損失   

投資有価証券売却損 5 －

投資有価証券評価損 28 －

固定資産除売却損 8 9

たな卸資産評価損 137 －

特別損失合計 179 9

税金等調整前四半期純利益 196 1,085

法人税、住民税及び事業税 68 397

法人税等調整額 92 △9

法人税等合計 160 387

少数株主利益 4 36

四半期純利益 31 661
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 196 1,085

減価償却費 545 747

のれん償却額 75 39

賞与引当金の増減額（△は減少） △344 △270

退職給付引当金の増減額（△は減少） 103 103

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 0

受取利息及び受取配当金 △72 △52

支払利息 － 51

為替差損益（△は益） △14 5

匿名組合投資損益（△は益） △61 △23

投資有価証券売却損益（△は益） △121 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 28 －

固定資産除売却損益（△は益） 8 9

たな卸資産評価損 137 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,094 802

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増
加）

－ △69

たな卸資産の増減額（△は増加） △647 678

仕入債務の増減額（△は減少） △1,092 △1,086

リース債務の支払額 － △229

その他 726 △186

小計 2,559 1,605

利息及び配当金の受取額 70 56

利息の支払額 △11 △51

法人税等の支払額 △217 △634

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,399 976

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △300 △599

有形固定資産の取得による支出 △877 △312

無形固定資産の取得による支出 △44 △67

投資有価証券の取得による支出 △862 △750

投資有価証券の売却による収入 122 606

その他 △62 △113

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,025 △1,236

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △60 △10

長期借入れによる収入 25 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △459 △459

その他 － △39

財務活動によるキャッシュ・フロー △495 △510

現金及び現金同等物に係る換算差額 103 △59

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △18 △828

現金及び現金同等物の期首残高 13,403 17,227

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  13,385 ※  16,398
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  該当事項はありません。 

  該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示してお

りました「支払利息」は重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。な

お、前第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「支払利息」

は、11百万円であります。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

棚卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し前連結会計年度に

係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

【追加情報】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

 １．偶発債務  １．偶発債務 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の

保証を行っております。 

保証先  金額(百万円) 内容  

 従業員       186 住宅資金借入債務

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の

保証を行っております。 

保証先  金額(百万円) 内容  

 従業員       206 住宅資金借入債務

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、

下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義

務を負っております。 

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、

下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義

務を負っております。 

みずほファクター㈱ 百万円639 みずほファクター㈱ 百万円549

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

給料手当     百万円751
賞与引当金繰入額     百万円220

給料手当     百万円821
賞与引当金繰入額    百万円250

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年６月30日現在）
現金及び預金勘定       百万円10,789
有価証券勘定       百万円7,094

計       百万円17,883
償還期間が３ヶ月を超える
証券投資信託及び債券 

   百万円△4,498

現金及び現金同等物       百万円13,385

（平成21年６月30日現在）
現金及び預金勘定       百万円14,899
有価証券勘定       百万円4,678

計       百万円19,578
償還期間が３ヶ月を超える
証券投資信託及び債券 

    百万円△3,180

現金及び現金同等物       百万円16,398
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当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．配当に関する事項 

 配当金支払額 

（株主資本等関係）

普通株式 株31,682,526

普通株式 株1,266,245

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日 
定時株主総会 

普通株式  456  15 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金
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 前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

 ベッド関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 ベッド関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

   前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

   当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２．本邦以外の区分に属する国又は地域は次のとおりであります。 

     （1）アジア   ： インドネシア共和国、中華人民共和国 

     （2）ヨーロッパ ： フランス共和国 

 ３．会計処理の方法の変更 

 前第１四半期連結累計期間  

  （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.（1）に記載のとおり、当第１四半

期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を

適用しております。この変更に伴う影響額は全額「日本」に含まれております。  

 ４．追加情報 

 前第１四半期連結累計期間  

  （有形固定資産の耐用年数の変更） 

「追加情報」に記載のとおり、平成20年度の法人税法の改正に伴い、機械装置の耐用年数を変更しておりま

す。この変更に伴う影響額は全額「日本」に含まれております。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  8,173  150  789  9,113  －  9,113

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 106  356  34  497  (497)  －

  計  8,280  507  823  9,611  (497)  9,113

  営業利益(又は営業損失)  240  117  (137)  221  (96)  124

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  9,894  179  612  10,686  －  10,686

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 61  409  －  471  (471)  －

  計  9,955  589  612  11,158  (471)  10,686

  営業利益(又は営業損失)  978  173  (62)  1,089  (126)  963
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前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

  

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

      （1）アジア    ： インドネシア共和国、中華人民共和国 

      （2）中東     ： サウジアラビア王国、シリア・アラブ共和国 

      （3）ヨーロッパ  ： フランス共和国、ロシア連邦 

      （4）その他の地域 ： アルジェリア民主人民共和国、モロッコ王国 

        ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

   該当事項はありません。 

  

【海外売上高】

  アジア  中東 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  215  122  826  16  1,182

Ⅱ 連結売上高（百万円）          9,113

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 2.4  1.3  9.1  0.2  13.0

  アジア  中東 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  233  40  610  3  888

Ⅱ 連結売上高（百万円）          10,686

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 2.2  0.4  5.7  0.0  8.3

（ストックオプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,038.02円 １株当たり純資産額 2,026.11円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益 1.04円 １株当たり四半期純利益 21.73円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益            

四半期純利益（百万円）  31  661

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  31  661

期中平均株式数（株）  30,417,837  30,416,358

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

 －  －

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

  当社は、平成21年６月26日開催の定時株主総会及び取締役会の決議に基づき、平成21年７月17日付で、以下のとお

りストック・オプションを付与しました。 

  

 （1）付与対象者の区分及び人数 

 当社取締役        2名 

 当社執行役員       6名 

 当社従業員       745名 

 当社子会社取締役     1名 

 当社子会社従業員     62名   

 （2）株式の種類別のストック・オプションの付与数 

 普通株式      349,300株 

 （3）権利行使期間  

 自平成23年７月17日 至平成26年７月16日 

 （4）権利行使価格 

 1,396円 
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 該当事項はありません。 

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年８月８日

パラマウントベッド株式会社 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 鈴木 欽哉  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 髙橋 正伸  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパラマウントベ

ッド株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パラマウントベッド株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月５日

パラマウントベッド株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴木 欽哉  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパラマウントベ

ッド株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パラマウントベッド株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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